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財
政
状
況
は

「
健
全
」

　
令
和
３
年
度
一
般
会
計
の
決
算
を
中
心
に
、市
民
の
皆
さ
ん
が
納
め
た
税
金
の
使
い

道
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。 海

老
名
市
の

財
政
財
政
状
況

一
般
会
計
決
算
の
概
要

決
算
額

　

収
支
の
管
理
は
、

「
一
般
会
計
」「
特
別
会

計
」と「
企
業
会
計
」

に
分
か
れ
て
い
ま
す
。

「
一
般
会
計
」は
基
本

的
な
行
政
運
営
の
経

費
を
賄
う
も
の
、「
特

別
会
計
」
は
独
自
の

収
入
が
あ
る
も
の
、

「
企
業
会
計
」は
地
方

公
営
企
業
法
の
適
用

に
よ
り
企
業
会
計
方

式
で
事
業
を
運
営
す

る
も
の
で
す
。

会計名 歳入決算額 歳出決算額

一般会計 581億5,495万2,314円 548億1,950万 569円

特別会計 234億 527万5,243円 230億3,216万6,066円

国民健康保険事業 122億 411万 928円 120億9,641万3,963円

介護保険事業 92億7,331万3,869円 90億3,540万2,402円

後期高齢者医療事業 19億2,785万 446円 19億 34万9,701円

企業会計 39億9,894万4,216円 46億 191万5,817円

公共下水道事業 39億9,894万4,216円 46億 191万5,817円

合　計 855億5,917万1,773円 824億5,358万2,452円

企
業
会
計

特
別
会
計

一
般
会
計

　

歳
入
は
５
８
１
億
５
４
９
５
万
円（
円

グ
ラ
フ
１
）、歳
出
は
５
４
８
億
１
９
５
０ 

万
円（
円
グ
ラ
フ
２
）と
な
り
、歳
入
・
歳

出
と
も
に
前
年
度
を
下
回
り
ま
し
た
。

　
歳
入
は
、新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染

症
の
影
響
で
法
人
市
民
税
が
減
少
し
た
も

の
の
、海
老
名
駅
西
口
地
区
の
開
発
の
進

展
な
ど
に
よ
り
市
税
収
入
が
増
加
に
転
じ

ま
し
た
。
一
方
、特
別
定
額
給
付
金
事
業

の
終
了
に
伴
い
国
庫
支
出
金
が
減
少
し
、

全
体
で
は
前
年
度
を
下
回
り
ま
し
た
。

　
歳
出
は
、子
育
て
世
帯
へ
の
臨
時
特
別

給
付
金
の
給
付
な
ど
に
よ
り
扶
助
費
が

９
年
連
続
で
増
加
し
た
一
方
、有
馬
図
書

館
・
門
沢
橋
コ
ミ
セ
ン
や
消
防
署
西
分
署

な
ど
の
大
規
模
工
事
が
終
了
し
普
通
建
設

事
業
費
が
減
少
し
ま
し
た
。

　
市
民
１
人
当
た
り
の
基
金
・
市
債
の
残

高
は
良
好
で
す
。
政
令
市
を
除
く
県
内
16

市
の
中
で
基
金
残
高
は
５
万
６
３
６
４
円

と
８
番
目
に
多
く
、市
債
の
残
高
は
企
業

会
計
分
を
含
め
て
29
万
１
６
４
４
円
と
最

も
少
な
い
金
額
で
す
。

　
実
質
収
支
は
、歳
入
歳
出
決
算
額
の
差

額
33
億
３
５
４
５
万
円
の
う
ち
、翌
年
度

に
繰
り
越
す
べ
き
財
源
を
差
し
引
い
た

29
億
８
３
５
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

　

自
治
体
の
財
政
状
況
は
、財

政
健
全
化
法
に
基
づ
き
算
定
さ

れ
、国
が
定
め
る
基
準
を
超
え

た
場
合
、財
政
の
健
全
化
に
取

り
組
む
必
要
が
あ
る
と
判
断
さ

れ
ま
す
。

　
令
和
３
年
度
の
本
市
の
財
政

状
況
は
、「
健
全
化
判
断
比
率
」

「
資
金
不
足
比
率
」の
い
ず
れ

も
国
が
定
め
る「
早
期
健
全
化

基
準
」「
経
営
健
全
化
基
準
」を

大
き
く
下
回
り
、問
題
な
し
と

判
断
さ
れ
ま
し
た
。

　 健全化判断比率 早期健全化基準

実質赤字比率 －(赤字なし)     12.03％

連結実質赤字比率 －(赤字なし)     17.03％

実質公債費比率   3.7％   25.0％

将来負担比率 28.7％ 350.0％

公営企業会計名 資金不足比率 経営健全化基準

公共下水道事業会計 －(資金不足なし) 20.0％

健全化判断比率

資金不足比率

企
画
財
政
課 

（
２
３
５
）８
４
５
３

令和
3年度

〔 円グラフ１〕

市税市税
237億4,967万円237億4,967万円

地方譲与税および各種交付金地方譲与税および各種交付金
47億3,160万円47億3,160万円

県支出金県支出金
31億2,306万円31億2,306万円

繰入金繰入金
18億18億
3,512万円3,512万円

市債市債
27億4,314万円27億4,314万円

その他その他
80億8,637万円80億8,637万円

国庫支出金国庫支出金
138億8,599万円138億8,599万円物件費 物件費 

102102億億6,560万円6,560万円 公債費 公債費 
32億6,913万円32億6,913万円

※歳出決算を性質別で分類した
「性質別経費」で示します。

〔 円グラフ２〕

人件費人件費
77億3,282万円77億3,282万円

補助費等補助費等
67億7,233万円67億7,233万円

普通建設事業費 普通建設事業費 
45億9,345万円45億9,345万円

その他その他
70億4,538万円70億4,538万円

扶助費扶助費
151億151億
4,079万円4,079万円

人件費…市長や市職員の給与、議員や会計年度任用職員の報酬など
扶助費…障がい者や高齢者への支援、生活保護費など
公債費…市の借金である市債の返済に充てる経費
物件費…消耗品、業務委託料など
補助費等…各種団体への補助金など
普通建設事業費…道路などの整備や建物の建設に関する経費

用語説明

その他 6万2,859円
教育費 3万9,735円
商工費 2万5,747円
土木費 3万4,563円
衛生費 3万5,085円
民生費 16万1,574円
総務費 3万9,330円

１人当たり総額  39万8,893円

※歳出予算を行政目的で分類し、住民基本台帳の
令和４年３月31日現在の人口13万7,429人で
算出しています。

歳入
令和３年度決算額
581億5,495万円

歳出
令和３年度決算額
548億1,950万円

市民１人当たりの市民１人当たりの
歳出決算額（目的別経費）歳出決算額（目的別経費）

一般会計一般会計
決算の内訳決算の内訳


